
                

 
 
 

第７１回 事 業 報 告 
 
 
 

平成２０年度 

 

平成２１年３月３１日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東京都足立区千住緑町一丁目一番地 
財団法人 日本皮革研究所 

 
 

 

 

 



                 

 事 業 報 告 

（平成 20年４月１日~平成 21年３月３１日） 

 

財団法人 日 本 皮 革 研 究 所 

 

I.  役員会及び庶務事項 

（１）役員会関係 

○  平成２０年５月１６日（金）、午前１０時３０分本財団法人事務
室において理事会、引き続き午後１時より同事務室で評議員会を開

催した。理事会および評議員会それぞれで、議長より平成２０年度

の事業経過、同収支決算、正味財産増減、財産目録および貸借対照

表等について、並びに平成１９年度の事業計画（案）および同収支

予算（案）について詳細な説明がなされ、審議された。 

   この結果、理事会および評議員会それぞれで、議案の全部が異議な

く原案のとおり承認された。 

○  平成２１年１月２６日（月）、午前１１時より本財団法人事務室
において評議員会を開催した。 

   理事長伊藤伸一氏逝去に伴う後任理事の選任について審議され、伊

藤隆男氏が後任理事として評議員全員の異議なく承認された。 

 〇  平成２１年１月２６日（月）、午後１時より本財団法人事務室に

おいて理事会を開催した。理事長伊藤伸一氏逝去に伴う後任理事と

して、伊藤隆男氏が評議員会にて選任された旨の報告があり、理事

長選任について審議された。 

理事互選により、伊藤隆男氏が理事長に選任された 

 

  

（２）主要な庶務事項の関係 

Ｈ20 

４月・本財団の平成２０年度決算書類等に関して監事の監査が行われた。 

５月・ＮＥＤＯとの研究業務委託につき、平成 20 年度も継続する契約を

した。 

・ 平成 19年度の税務申告書（確定申告、消費税、事業税等）を 
足立税務署、都税事務所へ提出した。 

   ６月・経産省を往訪し、平成１９年度の「事業報告」及び「総資産額 

変更完了届」を提出した。 

Ｈ21．  

３月・理事及び理事長変更を登記。 

・ 経産省を往訪し、新公益法人制度に対する当財団の基本的考え方



                 

を説明し、その他制度変更に関することについて、意見交換およ

び質疑応答をした。 

 

 財団運営及び公益法人制度、経産省調査等について、経産省と連携し庶

務事項を遂行した。         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                 

II. 平成２０年度 事業報告 

 

１．皮革および関連物質の研究並びに関連する試験分析方法の研究と 

  環境対応革の開発研究（７） 

 

 平成 17 年度からの 3 年間、経済産業省の皮革産業振興対策補助事業と

して、日本皮革技術協会を中心に環境対応革問題に取り組んできた。当財

団では、消費者保護を目的として、日本独自のエコラベル基準を策定する

ための試験方法の確立に取り組んでいる。 

 本年度は「日本エコレザー基準」の臭覚試験の方法の確立を目的とした。

人間の嗅覚を利用して評価する方法を嗅覚測定法というが、この方法は官

能試験で行われ、測定するパネルのメンバーが正常な嗅覚を有するもので

なければならない。日本では、嗅覚検査において科学的な嗅覚測定方式が

確立され、これによって正確なパネルの編成による臭気の正しい検査が可

能となった。この方式により生まれたのが T&T オルファクトメータ（嗅
覚測定用基準臭）であり、厚生省で医薬品として許可されて嗅覚感度の判

定に用いられている。そこで、この方法を用いたパネル選定用基準臭を皮

革の臭気試験に応用し、官能試験による試験方法を確立した。 
 この方法では評価をにおいの強度と不快度で表したが、不快度は

SNV195651 の規格としてすでにスイスなどで国際的に適用されている方
法である。しかし、不快度評価の基準となる基準臭はないため、評価をす

る際に個人差を生じやすいと考えられた。そこで、T&Tオルファクトメー
タの基準臭を用いるにおい強度の評価方法を行ってみたところ、においの

強度と不快度の評価には差がほとんどなく、これらの評価結果はよく一致

していた。また、官能試験であるために個人差が出る可能性があったが、

評価が最大と最小の二名の評価結果を削除すればバラツキは小さかった。

今後は上記の方法で強度と不快度の測定試験を行い、それらのバラツキを

検討しながら、最終評価は不快度で表すこととした。 

また本年度は、すでに策定された 14 項目（臭気、ホルムアルデヒド、

鉛、カドミウム、水銀、ニッケル、コバルト、六価クロム、溶出クロム、

有機塩素化合物、発癌性芳香族アミン、発癌性染料、染色堅牢度）の試験

体制を整え、実際に依頼試験の受託を開始した。現在この日本エコレザー

基準の試験を全項目実施できるのは当財団だけであり、本年度約 50 件の

依頼があった。 

 

２．ケラチン好性真菌による毛や羽毛の分解と有効利用法の開発 

 

 羽毛分解菌による廃羽毛の分解に関する開発では、農林水産省の平成 14 

 

 



                 

年度先端技術を活用した農林水産研究高度化事業（期間３年間）の研究成

果として、微生物（Chrysosporium keratinophilum 5M1 株）で分解された

廃羽毛（発酵羽毛）の熱水抽出液が土壌中の寄生性線虫の密度の上昇を顕

著に抑制することを見いだした。本年度は昨年度に引き続いて線虫を不動

化する因子の性状を分析したが、単一活性成分の精製は困難であった。 

 

３．細胞とコラーゲンを始めとする細胞外マトリックスとの相互作用 

 

I 型コラーゲン線維と癌細胞の相互作用について 

 当財団では数年来、I型コラーゲン会合体（線維）の癌細胞に及ぼす影

響について研究を行っている。これまでに、I型コラーゲン分子と線維で

は細胞に与える影響が全く異なることを明らかにしてきた。例えば、コラ

ーゲン分子上で培養した細胞は接着後、伸展して増殖するが、コラーゲン

線維上では増殖抑制効果が見られた。このことは、I型コラーゲン線維の

癌細胞に対する制癌作用を示唆するものであり、今後医療への応用も期待

される。本年度は細胞の種類を増やして検討した結果、コラーゲン線維に

よる増殖抑制を示さない細胞など、癌細胞によって反応性が異なることも

明らかとなった。 

 

４．型別コラーゲンの精製 

 

 昨年度までに、ウシ眼球角膜よりV型コラーゲンの抽出・精製を行い、

またウシ皮膚からペプシン消化によって調製したコラーゲンからIII型コ

ラーゲンを精製した。本年度はそれに加えて、皮膚からもV型コラーゲン

の調製に成功した。これらのコラーゲンは、医薬などさまざまな用途での

応用が期待される。 

 

５．繊維芽細胞における細胞外マトリックス成分分泌機構の研究 

 

 細胞外マトリックスの主要蛋白であるコラーゲンは、結合組織に存在す

る線維芽細胞から盛んに分泌されることが知られている。これらの分泌蛋

白は、細胞内の小胞体からゴルジ体を経て細胞外へと輸送される。これま

でに、我々は分泌機構における p180 蛋白の役割を解析する為、コラーゲ

ンなどを盛んに分泌するヒト胎児肺線維芽細胞に対し、RNA 干渉の手法を

用いて p180 蛋白量とコラーゲン分泌量がよく相関することを見出してい

る。今年度はｐ180 蛋白の発現抑制が蛋白合成活性を低下させる可能性を

検討するため、放射性アミノ酸の取り込みを指標に解析した。その結果、

ｐ180蛋白の発現を低下させると、総蛋白質の合成活性は約60%に低下し、

コラーゲンの合成活性はさらに 42%まで低下することが判明した。一方、

ｐ180 蛋白の発現抑制により小胞体膜の量的変化は引き起こされない事な



                 

どから、ｐ180 蛋白は細胞外マトリックス蛋白の翻訳過程に関与している

可能性が示唆された。 

 

６．研究用モデル細胞の創成技術開発／分子構成を最適化した人工基底膜 

  による ES細胞の分化誘導制御技術の開発（NEDO 委託研究） 

 

 昨年度より採択されたている、（独）新エネルギー・産業技術総合開発

機構（NEDO）からの委託研究である。本研究開発は、創薬プロセスの効率

化に寄与する有用な技術の開発を目的として、細胞毎に最適化された細胞

外マトリックスの分子構成を解明し、生体外で人工的に再構築する基盤技

術を確立するとともに、これを利用した ES 細胞の分化誘導制御技術及び

分化形質安定化技術の開発を目的としている。最終目標とする、分子構成

を最適化した人工基底膜による ES 細胞の分化誘導制御技術の開発には、

基底膜蛋白質の高発現系・安定供給系の構築が不可欠であり、とくに当財

団で研究してきた、非酵素的に調製した IV 型コラーゲンの大量調製が必

須の基盤技術である。 

 昨年度は共同研究機関である大阪大学蛋白質研究所と共同で、精製 IV

型コラーゲンおよびこれをラミニンと組み合わせた人工基底膜の生理作

用について解析した。本年は引き続きコラーゲンラミニン混成ゲルの製造

報を改良し、細胞の応答性を解析した。 

 

 

平成２０年度 外部発表研究成果 

 
１．国際学会 

1) FEBS special meeting “The 2008 Golgi Meeting,” 4-9 September, 2008, 
University of Pavia, Pavia , Italy. 
K Ogawa-Goto, T Ueno, K Tanaka, K Tanaka, T Sata, and S Irie 

“Expansion of the trans-Golgi network by stimulation of collagen secretion 
is supported by an ER microtubule-bundling protein, p180 “ 
 

２．学会 

第３１回日本分子生物学会・第８１回日本生化学会 合同大会）、2008年
12月 
田中啓友、上野智規、畑隆一郎、服部俊治、後藤希代子、入江伸吉。 
p180/ ribosome receptorは細胞外マトリックスタンパク質の合成・分泌機構に
関与する 
 
 

３．報告書 
１）委託研究報告書 平成２１年３月 株式会社ニッピに提出 



                 

 

２）環境対応革開発実用化事業報告書 平成 2１年 2月１8日 

  日本皮革技術協会に提出 

 

３）環境対応革開発実用化事業  

  エコラベル策定会議  第１回 平成 20年  8 月 28 日  

             第２回 平成 20年 12 月  9 日  

  認証機関体制会議   第１回 平成 20年  7 月  9 日 

                    第２回 平成 20年  8 月 22 日 

              第３回 平成 20年 10 月  3 日 

                          第４回 平成 20年 11 月  5 日  

 

 

 

















                 

 

 

 

 

平成２１年度事業計画及び収支予算書 

 

 

 

 

自 平成２１年度 ４月 １日 

至 平成２２年度 ３月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                 

平成２１年度事業計画 

収益部門 

１．皮革試験事業 

１）皮革およびその副産物の依頼試験 

 JIS規格に基づく皮革試験やその他の皮革試験の依頼分析を行う。また、皮革
の副産物であるコラーゲンなどの依頼分析を行う。 
 課題責任者：大形 
 

２）皮革製品グローバル化への対応調査 

 皮革製品の市場では中国製をはじめとする輸入製品が増加しており、今後は

輸入製品が主体になると予想される。それに伴い、品質試験においても国際規

格である ISOへの対応が必要だと予想される。そこで ISOに準拠した試験の内
容を調査し、それに準拠した依頼試験に対応できる体制を整える。 
 具体的には、ISO の基準書を入手して内容を整理し、当財団での実施にむけ
て準備する。また海外、とくに中国の現状について調査を行う。 
 課題責任者：大形 
 分担責任者：細川 
 

３）DNA による革の種別判定法の開発 

 革の種別の判定は、おもに走査型電子顕微鏡による形態観察によって行われ

ている。しかし動物種によってはこの方法での判定が困難な場合があり、また

表面仕上げなどによって表面の形態が観察できないことも多い。そこで、畜産

農産物の由来の同定に利用されている DNA 判定法が皮革にも応用できないか
を研究する。具体的には、当財団と外部研究機関の共同研究を設定する。共同

研究先の機関からは、有償で特許権と実用試験実施権の譲渡を受ける。 
 課題責任者：大形 
 分担責任者：小山 
 

公益部門 
１．普及啓発事業 

 皮革に関する講演会を国内各地で実施する。本年度は、日本皮革技術協会の

協会員に依頼し、京都と福岡で各１日実施する。次年度以降は、年間２カ所を



                 

原則として各地で実施する。 
 また東京レザーフェアーに引き続き参加し、ブースを開設して来場者に皮革

に関する正しい知識の普及を計る。同じく当財団のホームページにおいても、

皮革の知識を広く提供する。 
 課題責任者：小山 
 分担責任者：（ホームページ）岩井 
      （東京レザーフェアー）小山 
      （講演活動）小山 
 

２．日本エコレザー基準認証業務 

 平成２１年度中に開始される予定の日本エコレザー基準の認証業務に対応す

るため、試験受託機関としての態勢を整えて同試験を受託すると同時に、（社）

皮革産業連合会に設置予定の認証委員会に当財団も委員の一人として参加する。 
 課題責任者：大形 
 

３．研究開発業務 

 １）ケラチン好性真菌による毛や羽毛の分解と有効利用法の開発 

 農林水産省の平成 14年度先端技術を活用した農林水産研究高度化事業（期間

３年間）で開発された、微生物（Chrysosporium keratinophilum 5M1 株）で分

解された廃羽毛（発酵羽毛）の利用法を継続調査する。 

 課題責任者：小山 

 

 ２）研究用モデル細胞の創成技術開発／分子構成を最適化した人工基底   

膜による ES細胞の分化誘導制御技術の開発（NEDO 委託研究） 

 本課題の最終年度として、当財団で調製した IV型コラーゲンを大阪大学に提

供し、人工基底膜を構築してその生理活性を評価する。 

 課題責任者：小山 

 分担責任者：服部 

 分担者：藤崎、共同研究：大阪大学 
 

 

 







以上のとおり相違ありません。 
 
 
平成２１年５月２０日 
 

財団法人 日 本 皮 革 研 究 所 
 
          理 事 長    伊 藤 隆 男 
 
          常務理事     藤 本 敏 夫 
 
          理  事     藤 本 大 三 郎 
 
           同       藤 井 淑 男 
 
           同       林  利 彦 
 
           同       高 橋 幸 資 
 
 
 平成２０年度（平成２０年４月１日~平成２１年３月３１日）の計算書 
類、帳簿などを監査した結果、その内容は正確であり、かつ正しく記載さ 
れていることを認めます。 
 
         平成２１年５月２２日 
              監 事    藤 井  勲 
              監 事    工 藤 協 一 


